
・ 起業家誘致・人材サイクル

事業（アドバイザー等）

・ スタートアップ資金の支援

・ 地域活性化ファンド（仮称）

の組成 等

「地域の元気創造プラン」 プロジェクト推進工程表

○ 自治体が産業、大学、地域金融
機関、地域住民等と連携して、活
性化に取り組む

アプローチ

まちの元気で
日本を幸せにする！

○ 地域のモノやチエを活かす
○ ヒトや投資を呼び込む
○ 新しいくらしの土台を創る

ミッション ビジョン

プロジェクト１ 地域経済イノベーションサイクル 「地域がその創意を発揮し民間資金を喚起する仕組み」

～それぞれの強みを活かして連携～

・ 2.1倍の投資効果（国の交付金と同額の融資を喚起）

・ 3.6倍の雇用の創出（持続的な雇用の創出）

・ 6.0倍の地元産業直接効果

・ 地域課題の解決

平成25年度

・ 地域金融機関の代表及び金融庁と推進体制を確認

・ ガイドラインの作成

・ 自治体及び地域金融機関向けに全国各地で説明会

（金融庁と合同）

・ 地域経済循環創造事業交付金（先行実施67事業）

産学金官ラウンドテーブルを
全国各地で構築

先行事業による外部効果の検証（67事業）

・ 廃棄物等の商品化
・ 一次産品高付加価値化
・ 地元資源活用にぎわい創出
・ 流出資金域内還元

各地の推進体制づくりと先行実施

全国各地で事業化促進

平成26年度

～事業化プロセスに応じた

きめ細かな支援策の構築～

・事業者

・地域
金融機関

・自治体
（国）

・大学等

＝企業家精神・柔軟性

＝事業の目利き、
事業継続のリスク・マネジメント

＝立ち上げの初期投資支援
1回限り（呼び水）

＝ノウハウの蓄積
（理論化・ケースメソッド化）



対象圏域の設定とプラン策定事業化に着手 本格システムの構築・稼働

・ 医療・雇用・教育等の分野において、

人、モノ、金等の流れの強化のためのインフ

ラを計画的整備

・ 公開型クラウドアプリケーション

～汎用的オープンデータ対応

・ 民間事業支援型

～一定の対象事業を選定のうえ先行構築

・ 対象地域の選定 ・ マスタープラン策定

・ プロジェクト推進組織の構築

市町村の枠を超えた圏域全体の高度化

民間投資のフル活用の検討 等

・公開型（観光、防災）

・民間事業支援型 等

エネルギー賦存量、需要予測、初期投資、

事業収支 等

分散型エネルギーインフラ 公共クラウド 機能連携広域経営型

・ 民間資金を活用したパッケージインフラ

事業の地域への導入

・ 多様なエネルギー企業群とそのエネル

ギー群を活用した民間企業群の創出

・ 災害時の自主電源確保

・ 地域資源の徹底活用
（太陽光、小水力、木質チップ等、

余熱活用（コジェネ））

・ ICTを活用した需給調整（スマートシティ）

・ 地域への資金還元
（固定価格買取制度の活用等）

・ 行政データのクラウド化とオープン
化の推進

・ 行政データの公開で民間活性化

（公開型）

・ 行政データを活用したシステムで

民間事業者支援（民間事業支援型）

・ 新たな計画圏域の設定
・ 最適な共通インフラの整備
・ 医療、雇用、教育等の行政サービ
スの高度化・効率化

・ 圏域内への民間資本の導入
（民間による事業化、コミュニティビジネス

の推進）

平成25年度

平成26年度

先行モデルの構築プロジェクト候補地調査 プロジェクトモデルの調査・検討

⇒ 国家戦略特区の活用による重点整備も検討中

・ 全国数カ所のデータセンターの活用 ・ 生活の質の向上につながる官民連携と

民間資金の活用の具体化

プロジェクト２ 民間活力の土台となる地域活性化インフラ・プロジェクト



地域の元気創造プラン プロジェクト１

「地域経済イノベーションサイクル」の推進について

（地域経済循環創造ガイドライン（骨子））



１ 背景

 地域活性化の視点から、地域の資源と資金を活用して、地域金融機関や大学等
と連携しながら、民間活力による成長戦略が不可欠であること。

• 地域の資源や資金が十分に活用されていないこと。

• 生産年齢人口の減少、海外生産シフトによる製造業の雇用減などを踏まえ、
それぞれの地域性や特色を生かした需要創造型のイノベーションが必要であ
ること。



２ 地域経済イノベーションサイクルの意義

 社会的に望ましいものの十分なリターンが確保されない事業に対し、公的部門が
初期投資を支援しつつ、事業自体は市場原理に沿って運営される社会的仕組み
→ 地域資源を用いた事業で、事業を通じて地域課題を解決するなど外部効果が認

められ、地元雇用を創出するものであること。

 外部効果の伴う事業を市場経済の伸縮性と企業家精神を利用して民間主導での事
業実施されるものであること。

 ①自治体と地域金融機関がそれぞれの強みをいかして民間企業を支援し、
②地元の大学等でそのノウハウが蓄積されていき、
③新たな事業起こしにフィードバックされていく好循環を目指すものであること。
（産・学・金・官の連携）



３ 産学金官地域ラウンドテーブルの構成

地域の元気創造事業者
地域金融機関

地方自治体
総務省

地域の元気創造本部

大学等
（大学・ＮＰＯ等） 連携

交付金等

補助金等
(補助金、出資
劣後ローン、
地域活性化ファンド等）

融資
出資

期待される外部効果

・地域雇用の創出 （新規雇用者数）

・農地･山林の再生 （耕作放棄地の活用、里山の保全等）

・産業力の底上げ （原材料等の関連企業出荷額、波及雇用者数、等）
・交流人口の増加 （当該地来訪者数）

・地域ブランドの確立 （付加価値率）

・地域経済循環の確立 等

事業化支援
（販売促進、

関係者調整等）

協力･連携

産学金官による地域ラウンドテーブル 地
域
経
済
循
環
創
造
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
（
仮
称
）



４ スケジュール

平成２５年度

○ 各地の推進体制づくりと先行実施
・地域金融機関の代表及び金融庁と推進体制を確認
・ガイドラインの作成
・自治体及び地域金融機関向けに全国各地で説明会（金融庁と合同）
・地域の元気創造有識者会議提言集の全国配布
・起業家誘致・人材サイクル事業
・人材力向上共有データ活用プロジェクト

○ 先行事業による外部効果の検証（67事業）
・2.1倍の投資効果、3.6倍の地元雇用創出効果、6.0倍の地元産業直接効果、

地域課題解決効果（廃棄物等の商品化・一次産品等高付加価値化・地元資源活用にぎわい創出・流出資金域内還元）

平成２６年度

○ 全国各地で事業化促進
～事業化プロセスに応じたきめ細やかな支援策の構築～



金融庁、中小企業庁等
との連携

農林水産業・地域の活力創造本部、
観光庁等との連携

地域経済イノベーションサイクルの先行モデルにみる効果実証 （地域経済循環創造事業交付金）

［交付予定額21.8億円 交付対象67事業（61団体）（要望額240事業(176団体) 94億円）］
・投資効果
・地元雇用創出効果
・地元産業直接効果

産学金官地域ラウンドテーブル

総預金量
第１地銀 220兆9,917億円
第２地銀 59兆6,704億円
信用金庫 122兆5,884億円
信用組合 17兆7,766億円

（2012年3月）

地域金融機関

資金(カネ)と目利き力

・地場産品
・景観、自然
・間伐材等
・再生可能エネルギー等

地域の元気創造事業者

地域資源(モノ)と企業家精神

コーディネート・初期投資補完・
販売促進の支援等

－地域の｢モノ｣｢カネ｣の結合力の確保－

地方自治体
（1719市町村等の取組）

大学等

ノウハウの蓄積

地域資源の高付加価値化 地域資金の有効活用
ノウハウ

提供

地域の元気創造本部

初期投資
支援

人材
斡旋

総 務 省

・地域課題解決効果
廃棄物等の商品化モデル、一次産品等高付加価値化モデル、

地元資源活用にぎわい創出モデル、流出資金域内還元モデル

２.１倍 （融資喚起見込額23億円）

３.６倍 （地元人材雇用見込額（想定７年）78.4億円）

６.０倍 （地元原材料費見込額（想定７年）130億円）

５ 地域経済イノベーションサイクルの概要 ～先行モデルにみる効果実証～



６ 期待される効果

 地域資源を用いた事業で、事業を通じて、農地・山林の再生や交流人口の増加等の外部
効果が認められ、地元雇用が創出されることが期待されること。

 また、自治体の支援により、地域金融機関の融資が誘発されれば、いわゆるレバレッジ
が効いて、公共事業の場合と比べて投資効果が増大すること。主なものは次のとおり。

① 投資効果：地域金融機関の融資が可能となり、自治体の補助額に対して、相当程度の初期投資効果があること。

※投資効果＝（補助額＋融資額）/補助額（先⾏モデルである地域経済循環創造事業交付⾦では、投資効果は２.１倍）

② 地元雇用創出効果：地域金融機関の支援を受けつつ事業が継続する間、自治体の補助額に対して、相当程度の
雇用が創出されること。

※地元雇⽤創出効果＝地元雇⽤⼈件費の累計（事業継続期間）/補助額
（先⾏モデルである地域経済循環創造事業交付⾦では、地元雇⽤創出効果は３.６倍（融資期間想定７年））

③ 地元産業直接効果：地域金融機関の支援を受けつつ事業が継続する間、地元の産物を原材料として購入するこ
とにより、自治体の補助額に対して、相当程度の地元産業への直接効果が創出されること。

※地元産業直接効果＝地元原材料費の累計（事業継続期間）/補助額
（先⾏モデルである地域経済循環創造事業交付⾦では、地元産業直接効果は６.０倍（融資期間想定７年） ）

④ 地域課題解決効果：①～➂までの効果に加え、事業化に伴い、本来であれば、公的事業として対応する必要が
あると考えられる様々な外部効果がもたらされること。
（例）
・ 「廃棄物等の商品化モデル」：廃棄物等の商品化（地場産品化）により、処理コストを減少させるとともに、地場産業への波及
・ 「⼀次産品等⾼付加価値化モデル」：⼀次産品等の⾼付加価値化により、地域ブランドの確⽴
・ 「地元資源活⽤にぎわい創出モデル」：地域の固有の⽂化や資源、⾼付加価値化サービスや商品によって、⼈々が集い、ビジネスが⽣まれる

環境の創造
・ 「流出資⾦域内還元モデル」：資⾦を域内で循環させ、雇⽤の創出と地域資源の活⽤



７－１ 地域ラウンドテーブルにおける各関係者の役割

 地域ラウンドテーブルとは、事業立ち上げの関係者（自治体、地域金融機関、起業家
（事業者）、大学、アドバイザー等）の日常的なつながり。それぞれの関係者に期待さ
れる役割は以下のとおり。

（１）自治体の役割

• 地域の資源と地域の資金を結びつける核となる役割
• 住民等関係者の説得や法令、制度との整合性の確保の確認
• 想定される外部効果を評価し、初期投資支援の是非を判断

なお、支援は初期投資の１回限りのため支援額は事業計画時に確定（損失補償等は
一切行わない）

（２）地域金融機関の役割

• 事業の目利き機能
• 事業者に対するコンサルティング機能
• 企画段階から参画し、事業計画をより現実的なものとする
• 「てこ」の効果により、少ない公金支出で大きな需要創造



７－２ 地域ラウンドテーブルにおける各関係者の役割

（３）起業家（事業者）の役割

• 新規事業起こしの主要な担い手
• 地域雇用の創出をはじめ期待される外部効果を実現
• 事業計画に外部効果を組込み
• 期待される効果を確保しながら事業の継続・発展に努めること

（４）大学等の役割

• 成功事例、失敗事項をケースメソッド化、理論化
• 人材育成
• 知的財産権の活用に向けた助言

（５）アドバイザー等の役割

• コーディネート機能の必要性（自治体と金融機関との調整）
• 経験豊富なアドバイザー層の形成
• 金融業界等の経験者などの活用



８－１ 関係者が連携協力する上での留意点（支援対象事業を形成する上での論点）

① 事業化するのに適切なビジネスモデルであるかの検証

→ 対象ビジネスモデルの収益構造や公共的な外部効果のあり方を検証する
こと。さらに当該地域で事業継続可能なキャッシュフローを将来にわたり
生みだすものであること。

② 対象となる事業の外部効果と収益構造のバランス

○ 外部効果を適切に把握し、客観的に評価するよう努めること

○ 外部効果の評価額≧自治体の支援額（考え方）

○ 外部効果が継続するよう努めること
→ 外部環境の変化に伴う条件変更をどのように認めるのか



８－２ 関係者が連携協力する上での留意点（支援対象事業を形成する上での論点）

③ 関係者のリスク分担を適切に行うこと

○ 合理的なリスク分担、契約主義、透明性、情報開示

○ リスク情報を最も有し、最も適切な者が負担するのが基本であること
→ コストオーバーラン等の建設リスクについて事業者、制度変更や住民合意形成リスク
は自治体、融資に対するリスクは金融機関など

○ プロジェクトファイナンス性について

・ 自治体の損失補償等は一切求めない

・ 初期投資の一部に対する支援を行政が行うとともに、地域金融機関が事業者に対する
コンサルティング機能を担って、事業を継続的に支援するスキームであるため、民間
事業者に対して地域金融機関は不動産担保・個人保証に過度に依存しないことを基本
とし、事業性を十分審査し、融資決定を行うとともに、事業キャッシュフローの継続
的な把握に努めること。

・ ABL（動産債権担保融資）の活用も検討

○ 地域金融機関の貸出利子については、事業性を十分審査し、適正な利率を設定すること。



８－３ 関係者が連携協力する上での留意点（支援対象事業を形成する上での論点）

④ 事業開始後の収益の下振れリスク

○ 自治体による立ち上げ支援の後、事業継続に影響を与える規模で事業収入が下振れ
した場合に、事前に想定されていた外部効果や雇用創出効果・地元産業への直接効
果をどの程度変更することが許容されるのかに留意すること。

○ 一定程度は、企業の業績改善につながる情報提供等を伴う、金融機関の事業者に対
するコンサルティング能力に期待されること。

○ 自治体が特に資金的な運営支援を行うことは想定しないこと。

当初のビジネスモデルを評価し、立ち上げ支援を行い、民間融資の喚起による投資
効果を得た以上は、基本的には、事業者と地域金融機関の努力と判断を尊重するこ
と。（事業の企画段階で、公的支援の必要性を惹起させるような魅力的なストー
リーを有するビジネスモデルであることが必要）

○ ただし、事業利益を確保しながら明らかに当初設定された諸効果（雇用創出、地元
産業への直接効果、地域課題解決等の外部効果）と反する事業形態への変更は許さ
れないことは予め明確にしておくこと。



９ 今後さらに資金組成のあり方やファンドの活用等について検討

 リスクとリターンのバランスを踏まえた支援方策の検討

• 補助金

• 出資金

• 優先株

• 劣後ローン

• 地域活性化ファンド（仮称）への出捐

 資金提供以外の具体的な事業化支援のあり方の検討（販売促進への支援等）



・地元有志（産）：地元ＮＰＯや産業界等

・地元有識者（学）：事業へのアドバイスや検証等

・地元金融機関（金）：事業性審査やファイナンス

・地元自治体（官）：地域活性化や雇用対策等

地域ラウンドテーブル 起業家誘致・
人材サイクル事業
（人材面での支援）

地域経済循環創造事業
（資金面での支援）

人材力向上共同データ活用
プロジェクト

大学と地域の連携に関する知見の蓄積・
データベース化
・人材育成カリキュラム開発
・産学金官の連携による研究開発
・ケースメソッド化 等

地域の

元気創造

プラット

フォーム

事業名 事業内容

地域資源・事業化支援アドバイザー事業 地域ラウンドテーブル（産学金官）を基盤に再生可能エネルギーなどの地域資源と民間資金を活かした、持続可
能で先進性のある取組を支援地方公共団体を核とした地域経済循環創造事業

起業家誘致・人材サイクル事業
金融機関等での勤務経験のあるシニア企業人や起業家を地方公共団体に派遣・誘致し、地域資源を活かした
事業の立ち上げや運営を支援するモデルを構築

人材力向上共同データ活用プロジェクト
全国各地の地域経済循環に係るノウハウや実績を収集・分析し、更なる各地の取組を促進するため、各地の大
学と連携したデータベースの構築、人材育成のためのカリキュラムの開発、大学での連続講義の実施

地域の元気創造プラットホーム
地域経済循環創造事業、過疎対策、定住自立圏等の先行事例をデータベース化、各自治体等が施策の企画・
立案の参考にするとともに、自らの施策を広く情報発信するためのツールとして活用

地域資源の発掘・再生 地域資源を活かした
産業と人材力の活用

事業化

アドバイザー派遣・
研修会

地域金融
機関の資金

フィードバック

連携

１０ 地域経済イノベーションサイクルに係る施策



地域金融機関の融資
（民間投資の促進）

その他資金

市町村の負担
（うち地域経済循環創造

事業交付金）

経常収入

経常支出

・人件費
・原材料費等
（地域資源の活用）

・返済原資
（単純キャッシュ
フロー）

＜軌道に乗った後の経常的収入＞ ＜初期投資＞

地
域
の
経
済
の
循
環
の
創
造

＜事業の概要＞

地域の資源と地域の資金（地域金融
機関の融資等）とを結びつけて、地域に
おける経済循環を創造し、新たに持続
可能な事業を起こすモデルの構築を行
う市町村及び都道府県（以下「市町村
等」という。）を支援するもの

地域経済イノベーションサイクルの全国展開
⇒ 「業を起こす・雇用を創る」

○産・学・金・官ラウンドテーブル

地方自治体（都道府県、市町村）と地域金融機関
（地銀、信金ｅｔｃ）等との連携・協力関係を確立

事業化プロセスに応じた支援策を検討

構想段階 ・地域資源の再発見（リサーチ）
・ビジネスモデルの構築（ストーリー）

スタートアップ段階 ・事業プラン・資金調達計画等の作成
・初期投資財源の調達
・運転資金等円滑な金融の確保

○先行モデルの実施
地域経済循環創造事業交付金
（平成24年度補正予算 21.9億円 67事業）
→ 240事業 94億円 提案

１１ 地域経済イノベーションサイクルについて（地域経済循環創造事業交付金）
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（参考） 地域経済循環創造事業交付金の交付予定団体の決定について

（予算額：21.9億円）

投資効果：（交付金額＋融資額）÷交付金額

地元雇用創出効果：地元雇用人件費（融資期間分）÷交付金額

地元産業直接効果：地元原材料費（融資期間分）÷交付金額

提　案 240事業
都道府県
市町村

31事業

209事業
94.4億円

都道府県
市町村

12.9億円

81.5億円

都道府県
市町村

1.9億円

3.9億円

第二次
交付決定

B 49事業
都道府県
市町村

9事業

40事業
16.0億円

都道府県
市町村

3.1億円

12.9億円

第一次
交付決定

A 18事業
都道府県
市町村

4事業

14事業
5.8億円

都道府県
市町村

5.0億円

16.8億円

（残 ： 9,439千円）

（※）

合　計 A+B 67事業
都道府県
市町村

13事業

54事業
21.8億円

・投資効果 ２.１倍 （融資喚起見込額23億円）

・地元雇用創出効果 ３.６倍 （地元人材雇用見込額（想定７年）78.4億円）

・地元産業直接効果 ６.０倍 （地元原材料費見込額（想定７年）130億円）

・投資効果

【一次】 2.0倍

【二次】 2.1倍

・地元雇用創出効果

【一次】 2.2倍

【二次】 4.1倍

・地元産業直接効果

【一次】 6.5倍

【二次】 5.8倍



○徳島県 （「阿波尾鶏」を活用した畜産と農業の地域資源循環の創造）

（地域課題） （事業化） （公益的効果）

・鶏糞をブランド有機肥料化

・有機肥料を活用した高品質の野
菜と米の商品化
・輸入飼料を地元高品質米に置換

・ブランド有機肥料と高品質野菜等
で販売力増強
・輸入飼料の地場産化（飼料米等）
・雇用増（有機肥料、飼料の製造）

・輸入飼料（トウモロコシ）を使った
養鶏
・鶏糞の未利用
・利益率圧迫

・事業主体：オンダン農業協同組合（海陽町）
・交付予定額：5,000万円
・金融機関：阿波銀行
・融資喚起見込額：6,500万円
・融資期間：10年

（参考） 地域経済イノベーションサイクルの先行モデルにみる効果実証（主な例）

＜事業計画＞

・投資効果 ２．３倍 （（交付金額＋融資額）÷交付金額）

・地元雇用創出効果 １．６倍 （地元雇用人件費（融資期間分）÷交付金額）

・地元産業直接効果 ８．８倍 （地元原材料費（融資期間分）÷交付金額）

・地域課題解決効果 廃棄物等の商品化モデル（リサイクル効果）

＝ 地元雇用創出

＝ 域外からの購入

＝
税負担＋返済原資
＋減価償却相当

＝ 地域資源

阿波尾鶏
成鳥販売・

有機肥料販売

※有機肥料により栽培
した野菜・米等への拡
張も別途想定される

人件費
820万円

その他（薬材料等）

1,350万円

1,260万円

売上高
7,810万円

原

材

料

費

循環エサ代
4,380万円



○北海道芦別市 （チップ製造事業）

（地域課題） （事業化） （公益的効果）

・間伐材のチップ化
・チップボイラーの導入
（重油を木質チップに転換）

・間伐コストの確保（チップ代収入）
・燃料コストの抑制
・雇用増（チップ工場等）

・温泉、温水プール等の燃料コスト
の増（重油）
・間伐コストの負担増

・事業主体：芦別木質バイオマス開発協同組合
・交付予定額：3,300万円
・金融機関：北洋銀行
・融資喚起見込額：3,000万円
・融資期間：10年

（参考） 地域経済イノベーションサイクルの先行モデルにみる効果実証（主な例）

＜事業計画＞

・投資効果 １．９倍 （（交付金額＋融資額）÷交付金額）

・地元雇用創出効果 ４．７倍 （地元雇用人件費（融資期間分）÷交付金額）

・地元産業直接効果 ３．３倍 （地元原材料費（融資期間分）÷交付金額）

・地域課題解決効果 流出資金域内還元モデル

旅館
温泉

芦別市
立ち上げ支援

北洋銀行
事業継続支援

工場
（雇用創出）

森林
（森林保全）

間伐材

重油代
相当

木質
チップ

間伐
コスト

＝
税負担＋返済原資
＋減価償却相当

売上高
3,300万円

原

材

料

費

間伐材等
（運搬費）
1,080万円

＝ 地域資源

木質チップ販売

人件費
1,540万円

＝ 地元雇用創出

680万円



○青森県青森市 （ナマコ加工廃棄物を加工した地域経済活性化）

（地域課題） （事業化） （公益的効果）

・ナマコ加工廃棄物から機能性成
分を抽出し、高付加価値化（靴下・
化粧品等に活用）

・ナマコ加工廃棄物の処分コスト
の減

・ナマコ成分商品の低コスト化に
よる販売促進
・雇用増（加工場）

・ナマコの加工工程で排出される廃
棄物（内臓、煮汁）の処分

・事業主体：株式会社大豊
・交付予定額：5,000万円
・金融機関：青森銀行
・融資喚起見込額：2,500万円

（参考） 地域経済イノベーションサイクルの先行モデルにみる効果実証（主な例）

＜事業計画＞

・投資効果 １．５倍 （（交付金額＋融資額）÷交付金額）

・地元雇用創出効果 ２．８倍 （地元雇用人件費（融資期間想定７年分）÷交付金額）

・地元産業直接効果 １．６倍 （地元原材料費（融資期間想定７年分）÷交付金額）

・地域課題解決効果 廃棄物等の商品化モデル（リサイクル効果）

＝ 地元雇用創出

＝ 域外からの購入

＝
税負担＋返済原資
＋減価償却相当

売上高
5,000万円

原

材

料

費

ナマコ成分

抽出吸着剤

1,120万円
＝ 地域資源

ナマコ成分を
利用した機能性
靴下の販売

※石鹸や化粧品への
拡張も別途想定される

人件費
2,000万円

その他（広告宣伝）

100万円

1,780万円



○神奈川県座間市 （ひまわり豚創出プロジェクト）

（地域課題） （事業化） （公益的効果）

・観光地としてのひまわり畑に加え、
ひまわりの種を飼料に混ぜ、特産
ひまわり豚として高付加価値化

・市のイメージのひまわりを定着
・地域の名産品の創出

・ベッドタウン化による地域の過剰
開発と基幹産業の衰退

・事業主体：株式会社高座豚手造りハム
・交付予定額：4,000万円
・金融機関：さがみ農業協同組合
・融資喚起見込額：4,000万円

（参考） 地域経済イノベーションサイクルの先行モデルにみる効果実証（主な例）

＜事業計画＞

・投資効果 ２．０倍 （（交付金額＋融資額）÷交付金額）

・地元雇用創出効果 ３．１倍 （地元雇用人件費（融資期間想定７年分）÷交付金額）

・地元産業直接効果 ７．１倍 （地元原材料費（融資期間想定７年分）÷交付金額）

・地域課題解決効果 一次産品等高付加価値化モデル

＝ 地元雇用創出

＝ 域外からの購入

＝
税負担＋返済原資
＋減価償却相当

売上高
7,110万円

原

材

料

費

枝肉代
4,060万円

＝ 地域資源

ひまわり豚の
精肉、加工品

の販売

人件費
1,780万円

その他（消耗品等）

790万円

480万円



先行モデルにみる資金循環創造のための基本的考え方（例）

１．地域内の資金の流れを変えるタイプ
（地域資源を活用する）

２．資金の流れを太くするタイプ
（需要にあわせて供給を拡大する）

３．地域外の資金の流れを取り込むタイプ
（地域資源に付加価値を付ける）

４．資金の流れを創るタイプ
（新しい需要・製品を創る）

○既存の資金の流れを確認
・現実化している需要は何か（何を欲しているのか）
・何が提供されているのか
・既存のビジネスモデルにおける問題の存在
・地域資源を活用してどう代替品を提供しうるのか

○新たなビジネスモデルの構築
○外部効果の存在の検証

○既存のビジネスモデルの拡大可能性を検討
（供給を上回る需要の確認）

○拡大を阻むボトルネックの存在を検証
○ボトルネックの解消可能性とコストパフォーマンスの確認

○既存のビジネスモデルの修正
○外部効果の存在の検証

○既存の地域資源を原材料とした地域外での需要の確認
○地域内での付加価値付与の検討
○地域外での需要を取り込めるのか検討
○地域外の需要を地域内で創造できるのか検討

○新たなビジネスモデルの構築
○外部効果の存在の検証

○地域資源を活用した新商品（サービス）の検討
○生産プロセスの検討と需要把握により事業可能性を検証
○地域固有の歴史や生産方式などにより差別化を検討

○新たなビジネスモデルの構築
○外部効果の存在の検証

（参考モデル事例）
１ → 北海道芦別市（チップ製造事業）、徳島県（「阿波尾鶏」を活用した畜産と農業の地域資源循環の創造）
２ → 和歌山県（イノブタ新商品の開発を核とした紀南地方経済の活性化）、北海道江別市（江別市地域経済循環創造事業～豊富な資源で「麦の里えべつ」を活性化～）

３ → 熊本県八代市（クマモトオイスター再発見事業）、和歌山県太地町（森浦湾観光資源開発事業）
４ → 青森県青森市（ナマコ加工廃棄物を活用した地域経済活性化）、神奈川県座間市（ひまわり豚創出プロジェクト） 22


